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令和６年（行ウ）第３号 地位確認等請求事件 

原告 佐藤 万奈 外１名 

被告 国 

証拠説明書（甲Ａ）（３） 

（甲Ａ４４号証～甲Ａ１１４号証） 
 

令和６年１０月１１日 

札幌地方裁判所民事第５部 御中    

 

原告ら訴訟代理人弁護士 寺  原  真 希 子 

ほか 
 

証拠番号 
標 目 

原本・写しの別 

作 成 者 

作 成 日 

立 証 趣 旨 

（備考） 

甲Ａ４４ 長期時系列表３  

（８）年齢階級(10

歳階級)別就業者

数及び就業率 － 

全国 

（写し） 

総務省統計局 

２０２４年 

１９７５年の女性の生産年齢人口

（１５～６４歳）に占める就業率の

割合は４８．８％であったが、２０２

３（令和５）年は７３．３％にまで上

昇しており、１９７５（昭和５０）年

以降、女性の就業率は上昇を続けて

いること、２０２３（令和５）年にお

いて、２５～３４歳の女性就業率は

８２．５％、３５～４４歳の女性就業

率は７９．２％であり、実に８割もの

女性が就業していること。 

甲Ａ４５ 過去１年間に離職

した者のうち前職

の離職理由が結

婚・出産・育児のた

めの者 

（写し） 

総務省 

２０２４年 

婚姻・出産・育児のために離職する人

は、２０００（平成１２）年には４８

万人であったが、２０２２（令和４）

年には１９万人まで低下しており、

２０００（平成１２）年頃から減少傾

向にあること。 

甲Ａ４６ 表 専業主婦世帯

と共働き世帯 

（写し） 

労働政策研究・

研 修 機 構

（JILPT） 

２０２４年 

１９９７（平成９）年には、共働き世

帯数が専業主婦世帯数を上回り、２

０２３（令和５）年には、専業主婦世

帯が５１７万世帯であるのに対し、

共働き世帯は倍以上の１２７８万世

帯となったこと。 

甲Ａ４７ 女性活躍・男女共

同参画の重点方針

２０２３（女性版

骨太の方針２０２

３）抜粋 

（写し） 

すべての女性が

輝く社会づくり

本部、男女共同

参画推進本部 

２０２３年６月

１３日 

政府は、「女性活躍・男女共同参画の

重点方針２０２３（女性版骨太の方

針２０２３）」において、日本経済の

今後の成長のために、企業における

女性登用を加速化させることは、ま

さに喫緊の課題であるとして、プラ

イム市場上場企業に対して、２０２

５年を目途に、女性役員を１名以上

選任するよう取り組むほか、２０３
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０年までの女性役員率３０％以上を

目指す方針を掲げたこと。 

甲Ａ４８ 女性活躍・男女共

同参画の重点方針

２０２４（女性版

骨太の方針２０２

４） 抜粋 

（写し） 

同上 

２０２４年６月

１１日 

企業における女性登用を加速化させ

る方針は、２０２４（令和６）年の政

府の重点方針にも引き継がれ、中間

目標として、「東証プライム市場上場

企業役員に占める女性の割合を２０

２５年までに１９％」との目標が加

わっていること。 

甲Ａ４９ 異なる選択を許容

し尊重する社会の

実現に向けて 

（写し） 

日本取締役協会

会長冨山和彦 

２０２４年７月

３日 

２０２４（令和６）年７月３日、日本

取締役協会は、経団連の提言に賛同

し、選択的夫婦別姓制度の早期実現

を求めたほか、「コーポレート・ガバ

ナンスの強化のためには、女性の社

会進出、取り分け、経営の意思決定を

担う取締役や経営幹部になる女性の

比率を高めることが強く望まれる。」

と提言したこと。 

甲Ａ５０ 日本経済新聞電子

版記事 

（写し） 

日本経済新聞社 

２０２４年８月

１９日 

日本経済新聞社が、２０２３年度（２

０２３年４⽉期から２０２４年３⽉
期）の有価証券報告書を集計したと

ころ、東証プライム上場企業１６２

８社のうち、女性役員がゼロの企業

は６９社と全体の４．２％となって

おり、前年度の１４６社（９．０%）

から半減したこと。 

甲Ａ５１ 賃金構造基本統計

調査 役職第１表 

役職、年齢階級別

きまって支給する

現金給与額、所定

内給与額及び年間

賞与その他特別給

与額より抜粋 

（写し） 

厚生労働省 

２０２４年 

企業規模１００人以上（２０２０（令

和２）年以降は企業規模１０人以上）

の会社における管理職に占める女性

割合は、統計を取り始めた１９８５

（昭和６０）年には、部長級１．０％、

課長級１．６％、係長級３．９％だっ

たが、２０２３（令和５）年には、部

長級９．９％、課長級１４．１％、係

長級２４．７％にまで増加したこと。 

甲Ａ５２ 朝日新聞ＤＩＧＩ

ＴＡＬ記事 

（写し） 

朝日新聞社 

２０２４年３月

９日 

２０２４（令和６）年１月、日本経済

団体連合会（以下、「経団連」という。）

は、加藤鮎子・女性活躍担当相との懇

談会で、初めて政府に対して選択的

夫婦別氏制度の導入を要望したこ

と、同年２月には、十倉雅和会長（住

友化学会長）が、「一丁目一番地とし

てぜひ進めていただきたい」と経団

連会長として初めて公的な場で制度

導入を求める発言をしたこと、同年

３月には、経済同友会の田代桂子副

代表幹事（大和証券グループ本社副

社長）らが法務省を訪れ、選択的夫婦
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別氏制度の導入を求める要望書を手

渡したこと。 

甲Ａ５３ 選択的夫婦別姓制

度の早期実現に向

けた要望 

（写し） 

公益社団法人経

済同友会 

２０２４年３月

８日 

２０２４（令和６）年３月８日、経済

同友会が、選択的夫婦別氏制度の早

期実現を求める要望を公表したこ

と、同要望では、「夫婦同姓による経

済社会への影響としては、女性の職

業活動上の不利益、行政や金融機関

の変更手続きに伴う負担が挙げられ

ます。こうした中で、旧姓の通称使用

の拡大が進められてきましたが、旧

姓併記に対応した仕組み・システム

への変更にもコストを要していま

す。また、旧姓の通称使用は国際的に

は安全保障上のリスク要因になり得

ることから、グローバル化に対応し

た政策とは言えません。個人の尊重

と両性の実質的平等、多様な家族形

態を認める社会を実現するために

は、選択的夫婦別姓制度を早期に導

入することが必要です。」と明記され

ていること。 

甲Ａ５４ 選択肢のある社会

の実現を目指して

～女性活躍に対す

る制度の壁を乗り

越える～ 

（写し） 

一般社団法人日

本経済団体連合

会 

２０２４年６月

１８日 

２０２４（令和６）年６月１０日、経

団連は、選択的夫婦別氏制度の導入

を求める提言を公表したこと、及び

旧姓の通称使用の限界や弊害に関す

る具体例等。 

（第２準備書面関係） 

・入国、修了・留学、海外での日常生

活、短期渡航において生じる不利

益等 

甲Ａ５５ 毎日新聞記事 

（写し） 

毎日新聞社 

２０２４年６月

１０日 

経団連の提言の中では、婚姻改姓し

てもそれまで職場で認知されてきた

旧姓を使い続けたいと考える女性ら

が、旧姓をビジネスネームとして使

う「通称使用」は海外では理解されに

くいなどとして、通称使用に伴うト

ラブル・弊害について「女性活躍の着

実な進展に伴い、企業にとっても、ビ

ジネス上のリスクとなり得る事象で

あり、企業経営の視点からも無視で

きない重大な課題である」との指摘

もなされていること。 

甲Ａ５６ 人口動態総覧の年

次推移 

（写し） 

厚生労働省 

２０２４年 

婚姻数は１９７２（昭和４７）年の約

１１０万組をピークに減少を続け、

２０２３（令和５）年には、戦後初め

て５０万組を下回ったこと、離婚数

は２００２（平成１４）年の約２９万
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組をピークに下がり始め、２０２３

（令和５）年では約１８万組（１８

３,８０８組）となったこと。 

甲Ａ５７ 世界の統計２０２

４ 抜粋 

（写し） 

総務省統計局 

２０２４年３月 

人口千人に対する離婚割合である離

婚率は、すでに欧州並みあるいはそ

れを超えていること。 

甲Ａ５８ 令和４年人口動態

統計 上巻 離婚 

第１０．９表－１ 

年次別にみた夫婦

が親権を行う子の

数別離婚件数・親

が離婚した未成年

の子数 

（写し） 

厚生労働省 

２０２３年 

離婚のうち未成年子のいる離婚の件

数は全体の半数以上を占め、毎年１

６～２０万人近くもの未成年子が親

の離婚を経験していること。 

甲Ａ５９ 離婚届数と婚氏続

称届数 

（写し） 

原 告 ら 代 理 人

（法務省大臣官

房 司 法 法 制 部

「法務年鑑」、法

務省「戸籍統計」

から算出・作成） 

２０２４年 

婚氏続称制度が導入された１９７６

（昭和５１）年は離婚数に対して１

７％であったが、２０２２（令和４）

年には４５％と５割近くまでになっ

たこと。 

甲Ａ６０ 人口統計資料集

（２０２２）表６

－２３ 性別、５

０歳時の未婚割

合、有配偶割合、死

別割合および離別

割合 

（写し） 

国立社会保障・

人口問題研究所 

２０２２年 

生涯未婚率の目安となる５０歳時点

の未婚率は、１９５０（昭和２５）年

は男性１．４５％、女性１．３５％に

すぎなかったが、２０２０（令和２）

年には男性２８．２５％、女性１７．

８１％まで上がり、全体の２～３割

が未婚であるという現状があるこ

と。 

甲Ａ６１ 日本経済新聞記事 

（写し） 

日本経済新聞社 

１９９６年１２

月２４日 

政府の世論調査は、１９９６（平成

８）年より、「国会議員から通称使用

ではどうか、という意見が出た」とい

う理由で、突如、設問の回答に、「あ

らゆる場面での通称法制化」という

選択肢を加え、「民法改正反対」「通

称法制化賛成」「民法改正賛成」とい

う３つの選択肢を設けたこと、この

「通称」を混在させる調査方法に対

しては、通称使用を落とし所にする

ために追加したなどと批判されたこ

と。 

甲Ａ６２ 婦人に関する世論

調査 抜粋 

（写し） 

内閣府政府広報

室 

１９７６年 

１９７６（昭和５１）年の内閣府の世

論調査において、選択的夫婦別氏制

度の導入について、調査対象者全て

（２０歳以上の男女）の回答では、賛

成２０．３％・反対６２．１％であっ

たこと。 
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甲Ａ６３ 女性に関する世論

調査 抜粋 

（写し） 

総理府内閣総理

大臣官房広報室 

１９８７年 

１９８７（昭和６２）年の内閣府の世

論調査において、夫婦別氏について、

女性２０代は賛成１２．２％・反対５

８．６％、女性３０代は賛成１５．

４％・反対５７．５％であったこと。 

甲Ａ６４ 女性に関する世論

調査 抜粋 

（写し） 

同上 

１９９０年 

１９９０（平成２）年の内閣府の世論

調査において、選択的夫婦別氏制度

の導入について、調査対象者全て（２

０歳以上の男女）の回答では、賛成２

９．８％・反対５２．１％であったこ

と、女性２０代は賛成３８．６％・反

対４１．７％、女性３０代は賛成３

５．２％・反対４３．６％であったこ

と。 

甲Ａ６５ 基本的法制度に関

する世論調査 抜

粋 

（写し） 

同上 

１９９４年 

１９９４（平成６）年の内閣府の世論

調査において、選択的夫婦別氏制度

の導入について、女性２０代は賛成

４２．３％・反対３５．９％、女性３

０代は賛成４２．１％・反対３３．

５％であったこと、２０代女性・３０

代女性のどちらも、１９９４（平成

６）年の調査で賛成が反対を上回っ

たこと。 

なお、女性２０代の賛成・反対の割合

は、１９９６年３月１１日に原告ら

訴訟代理人である榊原弁護士が聴取

した内容を甲Ａ６５・２葉目下部に

書き込んでいる。また、女性３０代の

賛成・反対割合は、今般、原告ら訴訟

代理人が内閣府大臣官房政府広報室 

世論調査担当に電話して確認したも

のである。 

甲Ａ６６ 家族法に関する世

論調査 抜粋 

（写し） 

同上 

１９９６年 

１９９６（平成８）年の内閣府の世論

調査において、選択的夫婦別氏制度

の導入について、調査対象者全て（２

０歳以上の男女）の回答では、賛成３

２．５％・反対３９．８％であったこ

と、女性２０代は賛成４３．０％・反

対１９．０％、女性３０代は賛成４

５．４％・反対１４．８％であったこ

と。 

甲Ａ６７ 選択的夫婦別氏制

度に関する世論調

査 図１５選択的

夫婦別氏制度 

（写し） 

内閣府大臣官房

政府広報室 

２００１年 

２００１（平成１３）年の内閣府の世

論調査において、選択的夫婦別氏制

度の導入について、調査対象者全て

（２０歳以上の男女）の回答では、賛

成４２．８％、反対２９．９％と、賛

成の割合が反対の割合を上回ったこ

と、女性２０代は賛成５２．１％・反
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対１１．７％、女性３０代は賛成５

２．９％・反対９．４％であったこと。 

甲Ａ６８ 家族の法制に関す

る世論調査 図１

７選択的夫婦別氏

制度 

（写し） 

同上 

２００６年 

２００６（平成１８）年の内閣府の世

論調査において、選択的夫婦別氏制

度の導入について、調査対象者全て

（２０歳以上の男女）の回答では、賛

成３６．６％・反対３５．０％であっ

たこと、女性２０代は賛成４６．

４％・反対１７．６％、女性３０代は

賛成４０．２％・反対１５．９％であ

ったこと。 

甲Ａ６９ 家族の法制に関す

る世論調査 図１

７選択的夫婦別氏

制度 

（写し） 

同上 

２０１２年 

２０１２（平成２４）年の内閣府の世

論調査において、選択的夫婦別氏制

度の導入について、調査対象者全て

（２０歳以上の男女）の回答では、賛

成３５．５％・反対３６．４％であっ

たこと、女性２０代は賛成５３．

３％・反対１６．１％、女性３０代は

賛成４８．１％・反対１６．２％であ

ったこと。 

甲Ａ７０ 家族の法制に関す

る世論調査 集計

表１６（Q１０）選

択的夫婦別氏制度 

抜粋 

（写し） 

同上 

２０１７年 

２０１７（平成２９）年の内閣府の世

論調査において、選択的夫婦別氏制

度の導入について、調査対象者全て

（２０歳以上の男女）の回答では、賛

成４２．５％・反対２９．３％であっ

たこと、女性２０代は賛成５０．

０％・反対１４．７％、女性３０代は

賛成５４．１％・反対１３．７％であ

ったこと。 

甲 Ａ ７ １

の１ 

家族の法制に関す

る世論調査 

表１２選択的夫婦

別姓制度 抜粋 

（写し） 

同上 

２０２１年 

２０２１（令和３）年の内閣府の世論

調査において、１８～２９歳の女性

についてみると、「現在の制度である

夫婦同姓制度を維持した方がよい」

と回答した人の割合はわずか１０．

４％であること。 

甲 Ａ ７ １

の２ 

家族の法制に関す

る世論調査 

集計表３（問３）婚

姻による名字・姓

の変更により生ず

る不便・不利益 

抜粋 

（写し） 

同上 ２０２１（令和３）年の内閣府の世論

調査において、全体の５２．１％の者

が「婚姻改姓による何らかの不便・不

利益があると思う」と答え、そのうち

の５９．３％の者が「通称を使うこと

ができてもそれだけでは対処しきれ

ない不便・不利益があると思う」と答

えていること。 

甲 Ａ ７ １

の３ 

家族の法制に関す

る世論調査 

集計表５（問５）婚

姻前の名字・姓の

通称使用 抜粋 

同上 同上 
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（写し） 

甲Ａ７２ 朝日新聞ＤＩＧＩ

ＴＡＬ記事 

（写し） 

朝日新聞社 

２０２２年４月

８日 

内閣府は、２０２１（令和３）年にも

選択的夫婦別氏制度に関する世論調

査を行っているが、質問事項や回答

の選択肢が従前の調査とは異なって

おり、正確に比較することができな

いため、経年変化の比較対象とする

ことは適切でないこと。 

甲Ａ７３ 東京新聞記事 

（写し） 

中日新聞社 

２０２２年３月

２９日 

野田聖子男女共同参画担当相は、２

０２１（令和３）年の選択的夫婦別氏

制度に関する内閣府の世論調査に対

し、政府内で検討されたことのない

通称使用の法制度が設問になってい

ることを疑問視するほか、回答者の

半分近くを６０代以上が占めたこと

が「現実とかけ離れている」と批判し

ていること。 

甲Ａ７４ リビングＷｅｂ記

事 

（写し） 

サンケイリビン

グ新聞社 

２０１９年４月

１６日 

サンケイリビング新聞社が２０１９

（平成３１）年３月・４月に実施した

調査において、回答者（全年齢男女）

の８０%が選択的夫婦別氏制に賛成

と回答したこと。 

甲Ａ７５ 日本経済新聞記事 

（写し） 

日本経済新聞社 

２０２０年３月

２日 

日本経済新聞社が２０１９（令和元）

年１１～１２月に、働く２０代～５

０代女性に実施したアンケートにお

いて、７４．１％が選択的夫婦別氏制

に賛成と回答したこと。 

甲Ａ７６ 朝日新聞ＤＩＧＩ

ＴＡＬ記事 

（写し） 

朝日新聞社 

２０２０年１月

２８日 

朝日新聞社が２０２０（令和２）年１

月に、全有権者男女に実施した世論

調査において、選択的夫婦別氏制に

賛成と回答した者は、全体の６９％

であったこと、女性の７１％が賛成

し、５０代以下の女性の８割以上が

賛成であったこと。  

甲Ａ７７ 西日本新聞記事 

（写し） 

西日本新聞社 

２０２０年３月

８日 

西日本新聞社が２０２０（令和２）年

３月に、全年齢男女に実施したアン

ケートにおいて、選択的夫婦別氏制

に賛成した者は、全体の約８割であ

ったこと、女性は８７．５％が賛成で

あったこと。  

甲Ａ７８ ＴＯＫＹＯ ＦＭ

＋ＰＲニュース 

（写し） 

株式会社エフエ

ム東京 

２０２０年１０

月２９日 

エフエム東京が２０２０（令和２）年

１０月に、全年齢男女に対して実施

したアンケートにおいて、選択的夫

婦別氏制に賛成した者は全体の８

２．９％であったこと、女性の９３．

２％が賛成であったこと。 
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甲Ａ７９ ４７都道府県「選

択的夫婦別姓」意

識調査レポート 

抜粋 

（写し） 

早稲田大学法学

部棚村政行研究

室／選択的夫婦

別姓・全国陳情

アクション 

２０２０年１１

月６日 

早稲田大学法学部棚村政行研究室／

選択的夫婦別姓・全国陳情アクショ

ンが２０２０(令和２)年１０月に、

２０歳から５９歳までの男女に対し

て実施した調査において、選択的夫

婦別氏制に賛成した者は全体の７

０．６％であったこと、２０代女性の

賛成者は８３．４％、３０代女性の賛

成者は８２．２％であったこと。 

甲Ａ８０ 夫婦別姓と職場の

制度に関する調査

２０２２ 抜粋 

（写し）  

日本労働組合総

連合会 

２０２２年８月

２５日 

日本労働組合総連合会が２０２２

（令和４）年７月に、２０～５９歳の

働く男女に対して実施した調査にお

いて、選択的夫婦別氏制に賛成した

者は、全体の６４．０％であったこ

と、女性の７０．２％が賛成であった

こと。 

甲Ａ８１ 家族と性と多様性

にかんする全国ア

ンケート結果概要 

抜粋 

（写し） 

厚生労働省  国

立社会保障・人

口問題研究所等 

２０２３年１０

月２７日 

厚生労働省 国立社会保障・人口問題

研究所等が２０２３（令和５）年２～

３月に、全国の１８～６９歳の住民

に対して実施したアンケートにおい

て、選択的夫婦別氏制に賛成した者

は、全体の８３．９％であったこと。 

甲Ａ８２ 中日新聞記事 

（写し） 

中日新聞社 

２０２３年５月

２日 

共同通信社が２０２３（令和５）年３

～４月に、１８歳以上の男女に対し

て実施した世論調査において、選択

的夫婦別氏制に賛成した者は、全体

の７７．０％であったこと、若年層の

８７．０％が賛成し、女性若年層 の

９１．０％が賛成したこと、自民支持

層の７０％が賛成であったこと。 

甲Ａ８３ ＮＥＷＳ ＤＩＧ

アプリアンケート

結果 

（写し） 

株式会社ＴＢＳ

テレビ 

２０２４年２月

２２日 

ＴＢＳが２０２４（令和６）年２月に

実施したアプリでの募集（全年齢男

女が対象）において、選択的夫婦別氏

制に賛成した者は、７４．９％であっ

たこと。 

甲Ａ８４ プレスリリース 

（写し） 

ＳＨＥ株式会社 

２０２４年４月

１日 

ＳＨＥ株式会社が２０２４（令和６）

年３月に２０歳以上女性に対して実

施した調査において、選択的夫婦別

氏制に賛成した者は全体の７５．

３％であったこと。 

甲Ａ８５ ＮＨＫ世論調査結

果 

（写し） 

日本放送協会 

２０２４年５月

１日 

ＮＨＫが２０２４（令和６）年４月に

全国の 18歳以上の男女に対して実施

した世論調査において、選択的夫婦

別氏制に賛成した者は全体の６２％

であったこと、６０代以下の年代は

いずれの年代も賛成が７０％台であ

ったこと。 
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甲Ａ８６ 北日本新聞ｗｅｂ

ｕｎプラス記事 

（写し） 

北日本新聞社 

２０２４年５月

２日 

共同通信社が２０２４（令和６）年３

～４月に、全国の１８歳以上の男女

に対して実施した世論調査におい

て、選択的夫婦別氏制に賛成した者

は、全体の７６％であったこと。 

甲Ａ８７ 朝日新聞ＤＩＧＩ

ＴＡＬ記事 

（写し） 

朝日新聞社 

２０２４年７月

２２日 

朝日新聞社が２０２４（令和６）年７

月に全有権者男女に対して実施した

世論調査において、選択的夫婦別氏

制に賛成した者は全体の７３％であ

ったこと、女性の７９％が賛成であ

り、３０代は８７％が賛成であった

こと、自民支持層の６４％が賛成で

あったこと。  

甲Ａ８８ 日本経済新聞電子

版記事 

（写し） 

日本経済新聞社 

２０２４年７月

２９日 

日本経済新聞社とテレビ東京が２０

２４（令和６）年７月に全有権者男女

に対して実施した世論調査におい

て、選択的夫婦別氏制に賛成した者

は全体の６９％であったこと、１８

～３９才の８割が賛成であったこ

と、自民党支持層の６割弱が賛成で

あったこと。 

甲Ａ８９ ＦＮＮプライムオ

ンライン記事 

（写し） 

株式会社フジテ

レビジョン 

２０２４年７月

２４日 

ＦＮＮが２０２４（令和６）年７月に

全有権者男女に対して実施した世論

調査において、選択的夫婦別氏制に

賛成した者は全体の６６．６％であ

ったこと、２０代以下女性の９３．

３％、３０代女性の７９．４％、４０

代女性の９１．７％が賛成であった

こと。  

甲Ａ９０ 夫婦同姓問題に関

する女性企業経営

者向けアンケート

結果報告 

（写し） 

一般社団法人日

本跡取り娘共育

協会 

２０２１年４月

２６日 

一般社団法人日本跡取り娘共育協会

が、２０２１（令和３）年に実施した

女性企業経営者向けアンケートで

は、「あなたは、あなたが結婚したと

き（するとき）、選択的夫婦別姓制度

があれば、夫婦別姓を選びますか？」

という問いに対して、６４．４％が

「選ぶ」と回答し、「その他」と回答

した者の大半が「相手によって決め

る」「相談して決める」などとなって

いるため、これらも加え、少なくとも

約８０％の人が「選択肢を持てる」こ

とへの意義を感じているとの結果と

なったこと。 

甲Ａ９１ 「企業」における

社員の姓（氏）の取

扱いに関する調査

結果および「女性

エグゼクティブ」

の姓（氏）の取扱い

一般社団法人日

本経済団体連合

会 

２０２４年６月

１８日 

経団連が、２０２４（令和６）年５月

に女性エグゼクティブ・ネットワー

ク登録女性役員に対して実施したア

ンケート調査によれば、選択的夫婦

別氏制度の導入に賛成する割合は、

８２％との結果となったこと。 
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に関する緊急アン

ケート結果 

（写し） 

（第２準備書面関係） 

・税や社会保険の手続書類に限らず、

「人事部門が管理する社員名簿の

姓」「（顧客等に対し）資格者であ

ることを示す標識（宅建士等）」「契

約書や登記など公的な書類上の

姓」等の業務上重要な場面におい

て、旧姓使用が認められにくいこ

と。 

・回答者のうち８８％が、通称使用が

可能である場合でも「何かしら不

便さ・不都合、不利益が生じると思

う」と回答していること 

甲Ａ９２ 朝日新聞ＤＩＧＩ

ＴＡＬ記事 

（写し） 

朝日新聞社 

２０２３年５月

７日 

朝日新聞社と東大谷口研究室が２０

２３（令和５）年２～４月に実施した

調査において、自民支持層の５３％

が選択的夫婦別氏制に賛成であった

こと、２０１４（平成２６）年以降、

自民支持層の賛成派は増え続けてお

り、賛成派が多数派となりつつある

こと。 

甲Ａ９３ 朝日新聞ＤＩＧＩ

ＴＡＬ記事 

（写し） 

朝日新聞社 

２０２４年６月

２０日 

経団連の魚谷雅彦ダイバーシティ推

進委員長（資生堂会長）は、２０２４

（令和６）年６月２０日、経団連が選

択的夫婦別氏制度の導入を求めた提

言に関し、「家族の一体感が失われ

る」といった懸念には「（別姓が導入

されている海外で）家族の絆が弱く

なったとは聞いていない」と発言し

たこと。 

甲Ａ９４ 家族法に関する世

論調査（平成８年

６月調査）抜粋 

（写し） 

内閣府大臣官房

政府広報室 

１９９７年１月

１１日 

１９９６（平成８）年の内閣府の世論

調査において、夫婦・親子の姓が違う

ことにより、「一体感・きずなには影

響がないと思う」と答えた人は４８．

７％であり、「弱まると思う」と答え

た人は４６．５％であったこと。 

甲Ａ９５ 選択的夫婦別氏制

度に関する世論調

査 図１２ 家族

の一体感（きずな） 

（写し） 

同上 

２００１年 

２００１（平成１３）年の内閣府の世

論調査において、夫婦・親子の姓が違

うことにより、「一体感・きずなには

影響がないと思う」と答えた人は５

２．０％であり、「弱まると思う」と

答えた人は４１．６％であったこと。 

甲Ａ９６ 家族法に関する世

論調査  図１４ 

家族の一体感（き

ずな） 

（写し） 

同上 

２００６年 

２００６（平成１８）年の内閣府の世

論調査において、夫婦・親子の姓が違

うことにより、「一体感・きずなには

影響がないと思う」と答えた人は５

６．０％であり、「弱まると思う」と

答えた人は３９．８％であったこと。 
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甲Ａ９７ 家族法に関する世

論調査  図１４ 

家族の一体感（き

ずな） 

（写し） 

同上 

２０１２年 

２０１２（平成２４）年の内閣府の世

論調査において、夫婦・親子の姓が違

うことにより、「一体感・きずなには

影響がないと思う」と答えた人は５

９．８％であり、「弱まると思う」と

答えた人は３６．１％であったこと。 

甲Ａ９８ 家族法に関する世

論調査  図１３ 

家族の一体感（き

ずな） 

（写し） 

同上 

２０１７年 

２０１７（平成２９）年の内閣府の世

論調査において、夫婦・親子の姓が違

うことにより、「一体感・きずなには

影響がないと思う」と答えた人は６

４．３％であり、「弱まると思う」と

答えた人は３１．５％であったこと。 

甲Ａ９９ 家族法に関する世

論調査 図８ 家

族の一体感・きず

な 

（写し） 

同上 

２０２１年 

２０２１（令和３）年の内閣府の世論

調査において、夫婦・親子の姓が違う

ことにより、「一体感・きずなには影

響がないと思う」と答えた人は６１．

６％であり、「弱まると思う」と答え

た人は３７．８％であったこと。 

甲Ａ 

１００ 

選択的夫婦別氏制

度に賛成する自治

体の意見書等の可

決状況 

（写し） 

原告ら代理人 

２０２４年９月

２日 

地方議会においては、国に対して選

択的夫婦別氏制度の導入を求める意

見書が採択され続けていること、２

０２４（令和６）年８月末時点におい

て、かかる意見書が採択された議会

の合計数は３３３議会に及んでいる

こと。 

甲Ａ 

１ ０ １ の

１ 

夫婦別姓・同姓選

択制度の法制化を

求める意見書 

（写し） 

新宿区議会 

１９９２年１２

月４日 

新宿区議会が、１９９２年１２月４

日、国に対して、選択的夫婦別氏制度

の導入を求めて提出した意見書。 

甲Ａ 

１ ０ １ の

２ 

選択的夫婦別姓

等、民法一部改正

の早期実現を求め

る意見書 

（写し） 

鳥取県八頭郡八

東町議会 

１９９７年１２

月１９日 

鳥取県八頭郡八東町議会が、１９９

７年１２月１９日、国に対して、選択

的夫婦別氏制の導入を求めて提出し

た意見書。 

甲Ａ 

１ ０ １ の

３ 

選択的夫婦別姓の

導入を求める意見

書 

（写し） 

泉大津市議会 

２０１６年３月

１８日 

泉大津市議会が、２０１６年３月１

８日、国に対して、選択的夫婦別氏制

の導入を求めて提出した意見書。 

甲Ａ 

１ ０ １ の

４ 

選択的夫婦別姓制

度の法制化に向け

た議論を求める意

見書 

（写し） 

大和郡山市議会 

２０２１年９月

１７日 

大和郡山市議会が、２０２１年９月

１７日、国に対して、選択的夫婦別氏

制の導入を求めて提出した意見書。 

甲Ａ 

１ ０ １ の

５ 

選択的夫婦別姓制

度の法制化を求め

る意見書 

（写し） 

福岡県宗像市議

会 

２０２４年６月

２６日 

福岡県宗像市議会が、２０２４年６

月２６日、国に対して、選択的夫婦別

氏制の導入を求めて提出した意見

書。 
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甲Ａ 

１０２ 

選択的夫婦別氏制

導入及び離婚給付

制度見直しに関す

る決議 

（写し） 

日本弁護士連合

会 

１９９３年１０

月２９日 

日本弁護士連合会が、１９９３（平成

５）年１０月２９日、選択的夫婦別氏

制導入等を求める決議をしたこと。 

甲Ａ 

１０３ 

婚姻制度等に関す

る民法改正要綱試

案に対する意見書 

（写し） 

日本女性法律家

協会 

１９９５年１月

２０日 

日本女性法律家協会は、１９９５（平

成７）年１月２０日、民法改正要綱試

案に対する意見書の中で、選択的夫

婦別氏制の導入を求めたこと。 

甲Ａ 

１０４ 

民法改正の要望書 

（写し） 

全国女性税理士

連盟 

２００８年１０

月 

全国女性税理士連盟は、２００８（平

成２０）年１０月、選択的夫婦別氏制

度の導入を求める要望書を提出した

こと。 

甲Ａ 

１０５ 

選択的夫婦別姓早

期実現推進決議 

（写し） 

全国司法書士女

性会 

２００９年１０

月３日 

全国司法書士女性会は、２００９（平

成２１）年１０月３日、選択的夫婦別

氏制度を早期に導入することを求め

る決議を公表したこと。 

甲Ａ 

１０６ 

民法改正に関する

要望書 

（写し） 

日本女性学会 

２０１０年４月

１６日 

日本女性学会は、２０１０（平成２

２）年４月１６日、選択的夫婦別氏制

度導入を求める要望書を提出したこ

と。 

甲Ａ 

１０７ 

民法の婚外子相続

差別撤廃について

の改正案成立に関

しての談話 

（写し） 

全国労働組合総

連合 

２０１３年１２

月５日 

全国労働組合総連合は、２０１３（平

成２５）年１２月５日、選択的夫婦別

氏制度等の実現を求める談話を公表

したこと。 

甲Ａ 

１０８ 

男女共同参画社会

の形成に向けた民

法改正 

（写し） 

日本学術会議 

２０１４年６月

２３日 

日本学術会議は、２０１４（平成２

６）年６月２３日、選択的夫婦別氏制

度の導入等を求める提言を公表した

こと。 

甲Ａ 

１０９ 

選択的夫婦別姓と

再婚禁止期間廃止

を内容とする 民

法の早期改正を求

める会長声明 

（写し） 

日本女性法律家

協会 

２０１６年３月

１８日 

日本女性法律家協会は、２０１６（平

成２８）年３月１８日、選択的夫婦別

氏制度の導入等を求める声明を公表

したこと。 

甲Ａ 

１１０ 

夫婦別姓制度の導

入に関する理事長

声明 

（写し） 

日本組織内弁護

士協会 

２０２１年３月

１０日 

日本組織内弁護士協会は、２０２１

（令和３）年３月１０日、選択的夫婦

別氏制度の導入を求める声明を公表

したこと。 

甲Ａ 

１１１ 

夫婦同姓強制を合

憲とした最高裁決

定に抗議し、選択

的夫婦別姓制度の

速やかな導入を求

めます 

（写し） 

全国保険医団体

連合会女性部 

２０２１年７月

９日 

全国保険医団体連合会女性部は、２

０２１（令和３）年７月９日、選択的

夫婦別姓制度の速やかな導入を求め

る声明を公表したこと。 
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甲Ａ 

１１２ 

民法改正に関する

要望書  

－誰もが働きやす

い国へ向け、選択

的夫婦別姓制度の

法制化を求める― 

（写し） 

選択的夫婦別姓

の早期実現を求

めるビジネスリ

ーダー有志の会 

一般社団法人あ

すには 

２０２４年３月

８日 

選択的夫婦別姓の早期実現を求める

ビジネスリーダー有志の会・一般社

団法人あすにはは、２０２４（令和

６）年３月８日、選択的夫婦別氏制度

の早期実現を求める署名を政府に提

出すると共に、早期の民法改正を求

めたこと。 

甲Ａ 

１１３ 

選択的夫婦別姓制

度の早期実現に向

けた要望 

（写し） 

一般社団法人新

経済連盟 

２０２４年３月

８日 

一般社団法人新経済連盟は、２０２

４（令和６）年３月８日、選択的夫婦

別氏制度の早期導入を要望したこ

と。 

甲Ａ 

１１４ 

誰もが改姓するか

どうかを自ら決定

して婚姻できるよ

う、選択的夫婦別

姓制度の導入を求

める決議 

（写し） 

日本弁護士連合

会 

２０２４年６月

１４日 

日本弁護士連合会は、２０２４（令和

６）年６月１４日、選択的夫婦別氏制

度の導入を求める決議を公表したこ

と。 

 

以上 

 


